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1. はじめに 
近年，国を中心に，地震防災対策を主目的として様々な地震ハザ

ードマップが作成され，一般に公開されるようになってきた 1)～3)。

多くの自治体でも，地震対策及び地域防災計画策定のための基礎資

料として，地震動予測が行われている 4),5)。従来，これらは行政施策

への反映を主眼においたものであった。しかしながら近年は，自助・

共助の推進のために広くハザードマップを公開し，住宅の耐震化や

地域の防災力向上を目指したものが増加してきた。住民に身近なス

ケールで揺れを実感させるために，一般公開中の自治体のハザード

マップでは住宅の区画サイズに近い 50ｍメッシュで作られた事例

もある 6),7)。しかしメッシュサイズが小さくなるほど，表層モデルへ

の感度が高くなる。地震動予測においては，表層地盤の増幅特性や

周期特性を適切に評価することが非常に重要であり，表層地盤のモ

デル化によって結果が大きく左右される。また，都市域においては

宅地造成などに伴う地形の改変が行われてきており，細分化された

各メッシュでの地盤増幅特性を考える上では切土･盛土の影響を考

慮することが重要となる。 

表層地盤の増幅特性や周期特性を把握するための基礎資料とし

ては PS 検層があるが，その数量は限られており対象地域を十分な

密度で網羅するには至らない。一方で，ボーリングデータは杭の支

持層の調査や幹線道路の調査，地下鉄の計画路線の調査等，都市域

においては比較的多くのデータが蓄積されてきており，これらをデ

ータベース化しシステム上で活用している自治体もみられる。これ

らのデータベースには調査が実施されるたびに新たにデータが追加

され，常時最新のデータが保持される。適切な地震動予測のための

表層地盤の基礎資料としては，これらのデータベースを有効に利用

した表層地盤のモデル化，さらには新たに追加されたデータを容易

に反映できるモデル化が望まれる。 

従来の地震ハザードマップにおける表層地盤のモデル化では，先

ず既存の調査データを用いて対象地域の地質断面をいくつか作成す

る。次に断面図に基づいて各メッシュの地質構成を典型化し，対象

域における全メッシュの地盤を何種類かの代表柱状地盤モデルによ

り表現する方法を採っている（表 1 中の従来モデル 4),5)）。これは調

査データに基づく地質断面図をモデル化の基本としており，既存の

調査データを直接的に反映したものではない。また，新たに調査デ

ータが追加された後に，そのデータを反映して表層地盤モデルを更

新するためには，地質断面を作成し直す作業から実施する必要があ

り，新しいデータを容易に反映できるモデル化とはいい難い。一方

で，中央防災会議では，ある一定のルールの下で既存の調査データ

を反映したモデル化方法を採っている 2),3)。この方法は，既存の調査
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データ及び地形分類図を反映した表層地盤のモデル化を機械的に実

行可能であり，新しいデータを反映して容易に地盤モデルを更新で

きる。しかし，調査データが高密度に存在しない場合，対象地域全

体の地質構造を満足しない地盤モデルが生成される可能性がある。 

深部地盤のモデル化においては，既存調査データによる初期モデ

ル構築の後，地震観測記録に基づいて地盤モデルの検証・修正が行

われるのが一般的である 8)。一方，表層地盤の場合には，地盤構造

の空間的な変化の細かさに対して，従来のハザードマップの表示単

位である 1km メッシュまたは 500m メッシュは粗い。また，地震観

測地点の地点間の間隔は精々1～2km であり，表層地盤構造の空間

的な変化を踏まえた検証は難しい。このため，表層地盤モデルに対

して周期特性や増幅特性を検証した例は少ない。しかし地盤モデル

を 50ｍメッシュの細分化した単位で構築すれば，表層地盤構造の空

間的変化をモデル化することが可能であり，表層地盤構造の空間的

変化に伴う周期特性や増幅特性の変化を考慮することの重要性が高

まってくる。 

本論では，名古屋市を対象として，50m メッシュ単位で表層地盤

のモデル化を行った結果を示す。ここでは，既存の調査データや地

質構造，地形改変による切土･盛土分布を反映した表層地盤の S 波

速度構造のモデル構築方法を提案する。モデルの検証は，地盤の周

期特性及び増幅特性の観点から行う。ここに提示する方法は，調査

データが追加された場合に，容易にモデルを更新することが可能で

ある。日本の都市部では，ボーリングデータに加え，地盤図等の形

で表層地盤の地質構造が整理されており，本手法は他地域の都市部

の地震ハザードマップ作成にも適用可能な方法と考えている。 

 

2. 名古屋市域の表層地盤モデル化の方針 

2.1 名古屋市域の表層地盤 

図 1 に土質工学会による名古屋市内の表層地盤の東西断面（図 13

中の AA’に対応）9)を示す。名古屋市が位置する濃尾平野は，濃尾傾

動地塊運動により西側が沈み込み，東側が隆起している 9),10)。この

ため，名古屋市の西部は低地，東部は丘陵地となっている。表層地

盤を構成する地層は，沖積層である Ao:南陽層･濃尾層，洪積層であ

る D4: 鳥居松礫層･小牧礫層･大曽根層，D3u:熱田層上部，D3l:熱田層

下部，Dm:海部･弥富累層，D1:八事･唐山層，第三紀層である Po:矢田

川累層である。主として低地では年代の新しい順に Ao，D4，D3u，

D3l，Dm，Po，丘陵地では D1，Po の順に層構成をなしており，西側

ほど各層が出現する深さは深く，層厚は厚くなる。 

2.2 モデル化の方針 

図 2 に名古屋市域における既往の調査データの位置図を示す。名

表 1 各地震動予測における計算手法，地盤モデル作成方法の一覧 

実施機関 例えば愛知県 4)，名古屋市 5)(従来モデル) 中央防災会議 2),3) 名古屋市 7)（本論） 

目的 
・地震対策及び地域防災計画策定のための基礎資料

の作成 
・強化地域の見直し，推進地域の指定 
・地震対策に関する大綱策定 

・市民や企業の防災意識の向上 
・住宅の耐震改修促進 

ﾒｯｼｭｻｲｽﾞ ・500m メッシュ ・1km メッシュ ・50m メッシュ 

工学的基盤 ・Vs=500m/s 相当層上面 ・Vs=700m/s 相当層上面 ・Vs=500m/s 相当層上面 

計算方法 

・各地盤モデルに対して等価線形応答計算により入

力加速度別・周波数別の増幅率を求め，これを工

学的基盤において求めた加速度応答スペクトル

に乗算し，地表の加速度応答スペクトルを算定 

・等価線形法による地震応答計算（東海地震） 
・全応力非線形法による地震応答計算（東南海・南

海地震） 
・全応力非線形法による地震応答計算 

予測結果項目 

・加速度応答スペクトル 
・震度ランク 
・最大加速度 
・最大速度 

・応答計算による加速度波形 
・計測震度 
・最大加速度 
・最大速度 

・応答計算による加速度波形 
・計測震度 
・最大加速度 
・最大速度 

表層地盤モデル

作成方法の概要 

①既存調査資料収集 
②1/25000 地形図を元に各ﾒｯｼｭの代表地形(沖積低

地，洪積台地，丘陵地，山地[丘陵地，山地につ

いては年代又は岩質で細分類])を設定 
③PS 検層ﾃﾞｰﾀより Vs と N 値の関係を回帰 
④ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ及び既往の文献資料を基に断面図を

作成 
⑤県内に現れる地層を物性(N 値)で区分 
⑥②，④，⑤及びﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ資料を考慮して 500m ﾒｯｼ

ｭを代表する柱状図を選定し 316 種類(名古屋市は

77 種類)にモデル化（典型化） 
⑦土質ごとに物性値を付与し S 波速度構造を作成 
⑧動的変形特性は試験結果を土質別に整理して設

定 

①既存調査資料収集 
②国土数値情報を元に各メッシュの代表微地形を

設定 
③PS 検層データより Vs と N 値の関係を回帰 
④微地形別に AVS3015)と標高又は河川からの距離

との関係を回帰 
⑤PS 検層データがあるメッシュはそのデータを採

用 
⑥掘進長が 30m以上のボーリングデータが 5本以上

あるメッシュは，最も卓越周期(Tg)が長いデータ

を採用し Vs と N 値の関係からモデルを作成 
⑦⑤，⑥以外のメッシュは同じ微地形のボーリング

で最も近いデータを Vs と N 値の関係，AVS30 と

標高又は河川からの距離との関係を用いて S 波

速度構造を作成 
⑧動的変形特性は試験結果を土質別に整理して設

定 

①既存調査資料収集 
②土地条件図(国土地理院)を元に各ﾒｯｼｭの代表微地

形を設定 
③PS 検層データより Vs と N 値の関係を回帰 
④各ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀを N 値のばらつきの小さい範囲で

平均，層構造化 
⑤文献資料を考慮し，平均 N 値で層構造化したﾎﾞｰ

ﾘﾝｸﾞ間を同等の N 値，地層とみなせる層同士で補

間し N 値境界面を作成 
⑥PS 検層ﾃﾞｰﾀがあるﾒｯｼｭはそのﾃﾞｰﾀを採用 
⑦ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀがあるﾒｯｼｭは，最も卓越周期(Tg)が長

いﾃﾞｰﾀを採用し Vs と N 値の関係からモデルを作

成 
⑧⑥，⑦以外のﾒｯｼｭは⑤の N 値境界面に基づき Vs

と N 値の関係を用いて S 波速度構造を作成(ただ

し液状化評価[PL 法]のための N 値は同じ微地形

のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞで最も近いﾃﾞｰﾀを採用) 
⑨動的変形特性は試験結果を土質別に整理して設

定 

予測結果の 
検証方法 

・過去の被害地震（昭和東南海地震）の被害に基づ

く震度分布と比較，妥当性を検証 
・過去の被害地震（宝永東海地震，安政東海地震，

昭和東南海地震）の被害に基づく震度分布と比

較，妥当性を検証 

・AVS30 に基づく速度増幅度と応答計算による速度

増幅度を比較，妥当性を検証 

D1 
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図 1 名古屋市表層地盤の東西断面の一例
9) 



古屋市を 50mメッシュで

区分するとメッシュ数は

125,962 個である。一方で，

名古屋市域におけるボー

リングデータは 40,420地

点，PS 検層データは 342

地点と多くの調査データ

が蓄積されている。しか

し，これは市域の 3 分の

1 をカバーする程度であ

り，また全ての調査デー

タが工学的基盤まで達し

ているわけではない。このため，調査データは市域の表層地盤に関

する情報として十分とはいえず，調査データのない地点は何らかの

方法で地盤構造を推定する必要がある。名古屋市域において既存調

査データを活用して表層地盤の速度構造をモデル化した例として，

福和・他 11)がある。ここでは S 波速度(以下 Vs)の境界として文献 9)

による各地質年代の地層境界を用い，ボーリング調査実施地点では

土質･地質年代を考慮した N 値と Vs の関係を，ボーリングデータの

ない地点では地質年代を考慮した深度と Vs の関係を用いて，さらに

深部は文献 4)で設定した地盤構造を用いている。しかし，市東部の

丘陵地では地層内の土質の変化や風化等の影響により同一地層内で

も Vs が変化している。図 1 に示すように，名古屋市東部は表層地盤

が 2 層で構成されるが，福和・他 11)の方法はボーリング調査のない

地点では，速度構造を 2 層でしかモデル化することができず，実状

を反映できていない。このためボーリングデータのない地点におい

ても地質年代区分による地層に加えよりきめ細かな指標を入れるこ

とが望まれる。一方で福和・他は Vs の推定においてパラメータの数

や種類による推定精度の比較を行い，N 値をパラメータとしない場

合は推定精度が落ちることを示している 11)。これは逆に言えば同一

地質年代の層で土質種別による S 波速度構造の変動を考慮するには，

N 値に基づいた層構造を推定すればよいことを意味する。そこで，

本論では N 値の空間的分布を推定し，ボーリングのない地点及び工

学的基盤に達しないボーリングの孔底から工学的基盤までの構造を

補うことを試みた。 

図 3 に表層地盤のモデル化の流れを示す。まず，ボーリングデー

タを地質年代毎に区分する。各地質年代内で平均 N 値による層構造

を作成し，平均 N 値の出現深度を空間的に補間して 3 次元的な平均

N 値の層境界面を作成する。次に，PS 検層データに基づく N 値と

Vs の関係を用いて表層地盤の S 波速度構造を構築する。さらに，新

旧の地形図に基づいて，地形面標高の差分から切土･盛土厚を求め，

表層地盤モデルに考慮する。なお，標準貫入試験による N 値から，

貫入量 30cm に対する打撃回数を求めるため，式(1)により補正する。 

d/NN~ 30⋅=     (1) 

N~ ：換算 N 値, N ：N 値, d ：貫入量（cm） 

式(1)より得られる値を換算 N 値と呼ぶが，本論では換算 N 値を N

値と呼ぶこととする。 

 

3. 標準貫入試験データに基づく S 波速度構造の推定 

3.1 N 値と Vs の関係式 

Vs と N 値の関係に関しては，過去から多くの回帰式が提案されて

おり 11)～14)，土質や地質年代の考慮により推定精度が向上すること

が示されている。図 4 に名古屋市域 342 本の PS 検層データに基づ

く N 値と Vs の関係を示す。なお，図 4 には，後述する Vs と N 値の

回帰結果のうち，D3U 層に適用した回帰曲線を重ねて示す。各図中

に示す相関係数 R からわかるように，Vs と N 値は相関がよく，こ

の関係を式(2)の形式で回帰した（以下，A 法）。回帰結果を表 2(1)

に示す。表中のσは回帰係数に対する標準偏差を示す。 

N~logbalogVslog ⋅+=    (2) 

次に図 5 に深度と Vs との関係を示す。Vs は深度とも対応がよく，

正木・他 14)や福和・他 11)等では N 値，土質，地質年代の他，深度を

パラメータとして Vs の推定式を回帰している。図 6 に深度と N 値

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3 表層地盤のモデル化の流れ 
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図 2 名古屋市域における調査位置図
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･30m 以上のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞがあるﾒｯｼｭは Vs と N 値の関係から S 波速度
ﾓﾃﾞﾙを作成  

･ﾃﾞｰﾀがないﾒｯｼｭは，N 値境界面の代表 N 値より Vs と N 値の関
係から S 波速度ﾓﾃﾞﾙを作成 

液状化評価用ﾃﾞｰﾀ  
･PS 検層ﾃﾞｰﾀがあるﾒｯｼｭはその N 値を採用  
･30m 以上のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞがあるﾒｯｼｭは採用したﾃﾞｰﾀの N 値を採用  
･ﾃﾞｰﾀがないﾒｯｼｭは，微地形より選定したﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの N 値を採用 

N 値境界面の作成
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ間を同等の平均N値で空間的
に連続する層を抽出。抽出ﾃﾞｰﾀの上
面深さを補間し，N 値境界面を作成。
抽出ﾃﾞｰﾀの平均 N 値の平均値を代表
N 値として設定



の関係を示す。深度は N 値と概ね対応している。そこで，N 値の中

に深度の影響が反映されていると考え，本論では N 値，土質，地質

年代をパラメータとして Vs との関係を重回帰分析により求めた（以

下，B 法）。得られた回帰係数を表 2(2)に示す。A 法に比べ標準偏差

σが小さい結果が得られている。 

図 7 に名古屋市域の 342 本の PS 検層データを対象に各地質年代

に含まれる N 値の割合を土質別に示す。図 7 より堆積環境を反映し

て各地質年代特有の土質構成割合を持ち，N 値の構成にも特徴がみ

られることがわかる。本モデル化においては，ボーリングデータの

ないメッシュでは空間的補間より得られる平均N値と地質年代のみ 
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図 7 各地質年代における土質及び換算 N 値の構成割合 

表 2(1) 換算 N 値と Vs との関係式の係数一覧（A 法） 
a 126.18 b 0.258 σ 0.144 

表 2(2) 換算 N 値･土質･地質年代と Vs との関係式の係数一覧（B 法） 
a 

 
Ao D4 D3u D3l Dm D1 Po 

b σ 

粘土 92.13 － 143.96 132.86 154.49 198.56 200.80 0.195 0.091
ｼﾙﾄ 94.55 － 141.27 128.77 148.48 － 199.90 0.192 0.097
砂 105.62 179.85 135.13 124.56 148.44 － 182.41 0.224 0.086
礫 156.10 232.03 201.76 － 245.45 265.39 247.81 0.170 0.101

表 2(3) 換算 N 値･地質年代と Vs との関係式の係数一覧（C 法） 
 Ao D4 D3u D3l Dm D1 Po 
a 127.64 169.43 156.68 200.44 211.84 177.01 155.24 
b 0.124 0.164 0.154 0.106 0.156 0.209 0.250 
σ 0.113 0.197 0.091 0.100 0.118 0.156 0.097 
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図 8 各回帰式に基づく S 波速度の推定精度の比較 

がパラメータとなるが，土質は概ね地質年代によって代表できると

考え，N 値をパラメータとする Vs との関係式を地質年代別に回帰し

た（以下，C 法）。回帰係数を表 2(3)に示す。C 法は地質年代によっ

ては A 法よりσが大きい場合がある。各回帰式に基づく推定 Vs を

PS 検層結果と比較した。結果を図 8 に示す。B 法では幅広い Vs の

範囲で良好に推定できている。特に土質区分の考慮により軟弱な地

盤で推定精度を高めている。一方，C 法では 100m/s 以下の Vs は速

めに推定されるが，B 法と同等の相関係数が得られている。これよ

り C 法による回帰式はある程度適用可能であることを確認した。 

3.2 標準貫入試験データの層構造化 

平均 N 値の層境界面を作成するためには，各標準貫入試験データ

を用いて N 値に基づく層構造に変換する必要がある。しかし，標準

貫入試験は通常深さ方向に 1m 毎に実施されるため，N 値の空間分

布を捉える際にデータ量が膨大となる。そこで N 値の多少のばらつ

きを許容して層としてのまとまりを与える。標準貫入試験データを

平均 N 値による層構造に変換する方法としては，土質柱状図に基づ

き土質毎に平均 N 値を求める方法がある。しかし土質による層区分

は，調査する人間の感性・感覚によるところが大きい。そこで標準

貫入試験データから式(3)を満たすように平均 N 値の層を作成した。 

( ) ( ) 70δ 1010 .NLog/NLog ≤       (3) 

ここで，N :平均 N 値， Nδ :標準偏差である。右辺の 0.7 については，

0.3～0.8 について試行し，PS 検層の層構造と対応する中で最小の値

とした。これは平均 N 値に対して 0.6 から 1.4 倍程度のばらつきを

許容することに相当し，Vs のばらつきに換算すると 10%程度である。 
図 9 に，式(3)による層区分と各層の平均 N 値から C 法により推

定した S 波速度構造を，PS 検層結果と比較して示す。参考に式(3)

による層区分と各層の平均 N値から A法により推定した S波速度構

造及び，土質毎の平均 N 値から B 法により推定した S 波速度構造を

重ねて示す。ここでは名古屋市の東部丘陵地と西部沖積低地を代表

する地点を比較対象として選定した。図 9 より，工学的基盤に相当

する平均 N 値が 50 以上の礫層で Vs の誤差が大きいが，推定 S 波速

度構造は，PS 検層による S 波速度構造と対応がよい。礫質土の場合

に誤差が大きいのは，礫が混じるとN値が地層全体の固さではなく，

局所的な礫の固さを反映するためと考えられる。PS 検層結果は，地

層全体としての固さを示すため，推定誤差が大きくなる。S 波速度
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図 5 深さと Vs の関係 
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図 6 深さと換算 N 値の関係 
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の推定精度の向上については今後の課題であるが，本論では愛知県

の速度検層や地震探査に基づき構築された深部地盤モデル 19)の工学

的基盤の Vs である 500m/s を採用した。 

推定した S 波速度構造を，周期特性，増幅特性の観点から比較す

るため，A～C 法による 3 種類の S 波速度構造に対して，1 次固有周

期，深さ 10m までの平均 S 波速度（以下，AVS10），深さ 30m まで

の平均 S 波速度（以下，AVS30）を求めた。なお、AVS30 は地盤の

増幅特性との対応がよいとされ，地盤増幅の簡易予測に用いられて

いる。松岡・翠川は AVS30 と，1987 年千葉県東方沖地震の速度増 
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     (b) 西部沖積低地の例 

図 9 SPT データから各手法で推定した S 波速度構造の例 
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(a) 1 次固有周期 
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図 10 推定 S 波速度構造と PS 検層データとの比較 

幅度との対応からその有効性を検討している 15)。また，川瀬はスペ

クトルインバージョンから求めたサイトの増幅特性が AVS10 と対

応がよいことを示している 16)。図 10に PS検層による 1次固有周期，

AVS10，AVS30 と A～C 法による S 波速度構造を用いた 1 次固有周

期，AVS10，AVS30 をそれぞれ比較して示す。図 10 より，C 法は 1

次固有周期，AVS10，AVS30 のいずれも PS 検層による結果とよく

対応しており，B 法による結果と同等の相関係数が得られている。

これより，式(3)による平均 N 値の層構造及び C 法による Vs と N 値

の関係式の有効性が確認できる。以下では，式(3)による平均 N 値層

構造を用いて 3 次元的な層境界面を作成する。 

3.3 平均 N 値層構造の推定 

ボーリングデータのないメッシュにおける S 波速度構造を推定す

るため，名古屋市域を対象に平均 N 値の層境界面を作成した。N 値

の境界面を作成するには，各ボーリング地点で式(3)を用いて標準貫

入試験データから平均 N 値層構造を求める必要がある。図 11 に名

古屋市東西断面 AA’における各地層内の N 値の分布を示す。図 11

より同程度のN値が東から西に傾斜して連続して分布していること

が分かる。同一地質年代で N 値が変動するのは土質の違いを反映し 
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図 11 各地層内おける平均 N 値の分布の例 
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ている。例えば Ao は主に粘性土と砂で構成され，それぞれ海進期，

海退期に堆積する。これを反映して Ao 内の N 値はほとんど 10～20

程度であるが，下部は 20～30 程度の N 値が分布している。これは

砂の層に相当する。これを平均 N 値の層と解釈し，空間的に補間し

て平均 N 値の層構造を推定した。S 波速度構造推定の手順は次の通

りである。 

①文献 9),10)の地質構造を補間して各ボーリングデータ位置における

地質年代境界の深度を求める。 

②各ボーリングにおいて，平均 N 値層を地質年代別に区分し、図 11

のように平均 N 値の分布を示す断面を作成する。 

③地質年代ごとに，各ボーリングの平均 N 値 N と層順・ボーリング

間の連続性を断面上で判断し，全ボーリングにおいて共通と見な

せる平均 N 値の上面深度を抽出する。 

④抽出した層の上面深度を補間し，3 次元的な層境界を作成する。

補間にはクリギング法による線形補間を用いる。併せて文献 9),10)

に基づく地質年代別地層境界を補正する。 

⑤層境界を作成するために各ボーリングから抽出した層の平均N値

N を更に平均した値 N （以下，代表 N 値）から C 法による N 値

と Vs の関係式より S 波速度構造を推定する。 
③と⑤の結果，得られた各層の代表 N 値と抽出した平均 N 値の範

囲，地質年代との対応を表 3 に示す。 

図 12 に上記④において作成した平均 N 値構造の東西測線 AA’に

おける断面図を，図 13 に沖積層基底面(表 3 の上位 6 番目の層)の上

面標高を示す。文献 9)による地質年代境界を考慮しているため，図

12 の断面は図 1 の地質断面とも対応する。また各地質年代の地層内

の硬さは図 11 の N 値の空間分布を反映したものであり，硬さを示

す層構造として妥当な結果が得られている。 

なお本モデル化においては，ボーリングデータが追加された場合

に，追加データを式(3)により層構造化した後，表 3 の平均 N 値の層

に対応するように区分し，改めて境界面を補間することにより随時

モデルの更新が可能であり，従来手法のように一から断面を作成し

なおすことを必要としない。 
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図 12 推定した平均 N 値構造の断面例 

表 3 作成した平均N 値層と地質年代との対応一覧 
市西部(低地) 市東部(丘陵地) 代表 

Ｎ値 平均 N 値・Vs 地質年代 平均 N 値・Vs 地質年代

2.9 平均 N 値 6 未満 平均 N 値 6 未満 
13.6 平均 N 値 6 以上 平均 N 値 6 以上 
2.7 平均 N 値 6 未満 平均 N 値 6 未満 

23.3 平均 N 値 10 以上 平均 N 値 10 以上 
7.2 平均 N 値 10 未満 

Ao 

平均 N 値 10 未満 
38.0 平均 N 値 15 以上 平均 N 値 20 以上 
40.1 平均 N 値 35 以上 

D3u ･D4 
平均 N 値 35 以上 

59.5 平均 N 値 40 以上 平均 N 値 40 以上 

D1 

15.2 平均 N 値 30 未満 平均 N 値 30 未満 
60.6 平均 N 値 45 以上 
21.7 平均 N 値 30 未満 

平均 N 値 45 以上･ 
Vs300m/s 以上 

79.4 平均 N 値 50 以上 

D3u 

17.5 平均 N 値 40 未満･ 
Vs400m/s 未満 D3l 

平均 N 値 50 以上･ 
Vs400m/s 以上 

95.3 平均 N 値 50 以上･ 
Vs450m/s 以上 

26.4 平均 N 値 40 未満･ 
Vs400m/s 未満 
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図 13 推定した沖積層基底面の上面標高(m) 

3.4 切土・盛土の考慮 

名古屋市では東部丘陵地を中心に，戦後，宅地開発に伴う造成工

事が進められ，元の地形が保存されていないところが多く存在する。

そこで，東部丘陵地における造成地（切土・盛土）の改変量を把握

することとした。 

造成地の改変量は，旧版地形図と新版地形図との標高差より算出

した。地形図はその縮尺による精度の問題があるが，一般に入手可

能な地形図である都市計画基本図（縮尺:1/3000 または 1/2500），

1/10000 地形図，1/25000 地形

図のうち，昭和初期から整備

されている図幅は 1/25000 地

形図のみであったため，昭和

10年頃と平成 13年の 1/25000

地 形 図 を 用 い た 。 GIS

（ Geographical Information 

System）上で新旧それぞれの

地形図の等高線及び独立標

高点をデジタイズし，これに

基づきクリギング法の線形

補間により 10m 間隔の DEM

（Digital Elevation Model）を

作成した後，同一座標の標高

値の差分をとり切土･盛土厚

を求めた。図 14 に得られた

切土・盛土分布を示す。ただ

し特に旧版地形図の位置，標

高の精度の問題を克服する

ため，明らかに地形改変が行

われていない地域で標高差

の補正を行った。次に図 15

に PS 検層データに基づく盛

土部の Vs の累積頻度分布を

示す。図のように盛土対象地

域の原地形によって盛土材

料が異なるため，盛土の物性

値は埋立地，沖積面，台地・

丘陵地の 3 区分に対して各々
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の平均値を設定した。なお，地形図が改訂された場合には改訂され

た地形図に基づいて最新の地形グリッドデータを作成することによ

り切土・盛土分布の履歴データを更新することが可能である。 

 

4. 表層地盤モデルの検証 

4.1 微動 H/V スペクトルに基づく検証 

本論で作成した地盤モデル（以下，推定地盤モデル）は強震動予

測に利用することを目的としている。そこで，地盤の周期特性を観

測記録と比較することによりモデルの有効性を検討する。一般に空

間変化の少ない深部地盤モデルの場合は，地震観測記録を用いて検

証を行っている。しかし，表層地盤に対しては，空間的な変化に対

して観測点数が不足するため，地震観測記録に基づく検証は現実的

ではない。そこで，本論では微動の水平動と上下動のスペクトル振

幅比（以下，H/V スペクトル）を用いた。名古屋市においては中村・

他 17)が，図 16 に示す市内の小学校や PS 検層地点，地震観測地点等

の 340 地点において微動測定を実施し，求めた H/V スペクトルに対

し，スペクトル形状から図 17 に示す 7 種類のカテゴリーに分類し，

名古屋市の地形的特徴と周期特性の関連を考察している。H/V スペ

クトルの形状は，S 波速度コントラストが大きい層境界を有する速

度構造ではその層に対応するピークが明瞭に現れる。しかし，S 波

速度コントラストが大きい層境界を有しない場合には，明瞭なピー

クがなく単純に卓越周期のみで検証することは難しい。 

一方で，微動 H/V スペクトルは，時松･新井 18)により高次モード

を考慮したレイリー波とラブ波の重ねあわせにより解釈できること

が示されている。そこで，本論では微動観測地点に該当する位置の

推定地盤モデルから，表面波理論 H/V スペクトル（以下，理論 H/V）

の形状を求め，微動測定結果より求めた H/V スペクトル（以下，観

測 H/V）の形状と比較し，推定地盤モデルの検証を行った。 

高次モードの影響を考慮した理論 H/V は，次のように求めること

ができる 18)。 

( )0.5  / VRHS PPVH =        (4) 

HLHR PP  R/L =        (5) 

ここで，R/L はレイリー波水平成分とラブ波の振幅比であり，式(4)，

(5)の右辺の各項は，次の通りである。 

∑= M
j VRjVR PP ， ∑∑ += M

j HLj
M
j HRjHS PPP      (6) 

VRjP , HRjP , HLjP はそれぞれ j 次モードレイリー波（鉛直，水平），ラ

ブ波の相対パワーである。また， VRjP , HRjP , HLjP はレイリー波及びラ

ブ波のミディアムレスポンス RjA , LjA を用いて，次のように求める

ことができる。 

( ) ( ) ( ){ }222 2α1 jRjRjVRj wukAP ⋅+⋅= ， 

( )2
jVRjHRj wuPP ⋅= ， ( ) ( )22 2α LjLjHLj kAP ⋅=      (7) 

  Rjk , Ljk :波数， wu :レイリー波の水平鉛直比， 

  α :加振力の水平鉛直比 

理論 H/V の算出においては，α または R/L は，任意に設定する必

要がある。ここでは，時松･新井 18)に倣い R/L を全周波数において

0.7 と仮定して重ね合わせた。また，高次モードはレイリー波，ラ

ブ波共に 10 次モードまでを考慮した。なお，工学的基盤以深の深部

地下構造は濃尾平野地下

構造調査に基づいて構築

した愛知県による深部地

盤モデル 19)を用いた。 

図 17 に，観測 H/V と

推定地盤モデルによる理

論H/Vを比較した結果を

微動H/Vのカテゴリー別

に示す。参考のため，図

17 には推定地盤モデル

を用いたレイリー波基本

モードの H/V 比(以下，

H/VRF)も重ねて示す。図 17 より推定地盤モデルより求めた H/VRF と

観測 H/V を比較すると大局的な形状は対応するが，特に高周波数側

のスペクトルレベルや詳細なピーク周波数は表現できていない。一

方で，高次モードを考慮した理論 H/V は，概ね各カテゴリーの観測

H/V のスペクトル形状を再現しており，推定地盤モデルの検証に有

効な手法と考える。 

カテゴリー⑤～⑦の地点に関しては，表層地盤の卓越周波数に相

当する 2 次ピークを明瞭に確認できるため，観測 H/V と理論 H/V の

2 次の卓越周波数を図 18 に比較して示す。図 18 より，観測 H/V と

 
図 16 微動測定地点と観測 H/V の形状
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図 17 微動 H/V の各カテゴリーの観測 H/V と理論 H/V との比較例
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理論 H/V の 2 次の卓越周波数はよく対応している。 

これらより，推定地盤モデル

は地盤の周期特性を模擬できる

S 波速度構造を与えていると考

えられる。なお観測 H/V と理論

H/V の対応がよくない地点は，

両者が適合するように S 波速度

もしくは層厚を調整して推定地

盤モデルを修正することにより

推定地盤モデルの高精度化が可

能である。 

4.2 AVS30 に基づく検証 
推定地盤モデルの作成目的は，地盤の増幅特性の把握にある。松

岡・翠川 15)は AVS30 と速度増幅度との関係式に加え，関東地方のデ

ータに基づいて地形分類・標高等から AVS30 を経験的に求め，地形

情報から地盤の増幅度を推定する手法を提案している。さらに，藤

本・翠川 20)は本手法が日本全国へ適用可能であることを示している。 

そこで，推定地盤モデルに基づく AVS30 と，東海・東南海連動の

地震動を想定した基盤地震動 19)を用いて全応力非線形応答計算によ

り求めた速度増幅度とを比較する。 

図 19 に推定地盤モデル

の AVS30 と全応力非線形

応答計算に基づく工学的基

盤における最大速度に対す

る地表最大速度の比（以下，

ARV）との関係を，松岡・

翠川 15)による AVS30 と

ARV の回帰曲線と重ねて

示す。なお，推定地盤モデ

ル の 工 学 的 基 盤 は

Vs=500m/s であり，松岡・

翠川 15)の関係式における

ARV の基準層である 600m/s と異なるため，松岡・翠川 15)に補正係

数 1.12 を除し 500m/s 相当層を基準とする ARV の回帰曲線を示して

いる。また，全応力非線形法に必要となる剛性と減衰定数のひずみ

依存性に関しては，名古屋市内における動的変形特性試験結果を土

質別に平均した曲線に対してR-Oモデルを

フィッティングして用いた。図 19 より全応

力非線形法による ARV は AVS30 と相関が

よく，松岡・翠川 15)の回帰曲線とも概ね対

応している。AVS30 が小さいと松岡・翠川

15)の回帰曲線よりも ARV が小さめの結果

となっているが，これは軟弱地盤の非線形

性の影響が要因と予想される。 

次に推定地盤モデルに基づく AVS30 の

分布と，国土数値情報を用いた藤本・翠川

20)による AVS30 の分布を図 20，図 21 に示

す。両図より AVS30 の空間的分布は概ね対

応しているが，特に東部丘陵地で解像度の

差が明瞭に認められる。なお，推定地盤の

AVS30 は，沖積面や埋立地・干拓地等の低地部では小さく，台地・

段丘や丘陵地等では大きめに評価されており，地形による速度コン

トラストが大きい。図 22 に，推定地盤モデルによる AVS30 を，藤

本・翠川 20)による AVS30，ボーリングデータより推定した S 波速度

構造（B 法）に基づく AVS30，PS 検層による AVS30 とそれぞれ比

較して示す。図 22 より，推定地盤モデルによる AVS30 は PS 検層デ

ータやボーリングデータによる AVS30 とよい対応を示している。ま

た，国土数値情報による AVS30 と比べ、推定地盤モデルによる

AVS30 は得られる値の幅が大きい。これは図 20，図 21 と合わせて

見ると，地形による AVS30 のコントラストが大きくなり，解像度が

高くなったためと考えられる。図 23，図 24 に全応力非線形応答計

算に基づく速度増幅度の分布と加速度増幅度の分布をそれぞれ示す。

両図と図 20 を比較すると，速度増幅度は沖積低地である市西部で

AVS30 の分布に対応している。一方で，加速度増幅度は，市西部で

は速度増幅度とは異なり，非線形の影響が強く，応答が抑制された

結果となっている。しかし，丘陵地である市東部では AVS30 と概ね

対応しており，浅部地盤構造の影響を受けた結果となっている。 
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図 23 全応力非線形計算による速度増幅度   図 24 全応力非線形計算による加速度増幅度 



図 25 に，東南海地震を想定した基盤地震動 19)を用いて全応力非

線形応答計算により求めた最大速度分布を，図 26 に，飯田 21)によ

る 1944 年東南海地震の名古屋市における連区別住家被害率の分布

を，図 27 に，最大速度と住家被害率の関係をそれぞれ示す。全応力

非線形応答計算による最大速度分布は，1944 年東南海地震の住家被

害率分布と概ね対応していることが分かる。以上より，本推定地盤

モデルが地震動予測に適用可能であることが確認できる。 

 

5. まとめ 
本論では，高解像度ハザードマップ作成を目的として，新たな地

盤モデル化法を提案した。 

(1)既存の調査データや地質構造，地形改変による切土･盛土分布を

反映した強震動予測のための表層地盤のモデル化，さらに地盤の

周期特性及び増幅特性の観点から表層地盤モデルの検証までの枠

組みを提案することができた。本手法は，データの追加に伴うモ

デルの更新が可能である点に特徴がある。 

(2)名古屋市域における地質年代毎に区分された各地層は，各地層特

有の土質構成割合を持つためN値と地質年代をパラメータとする

C 法で従来の回帰式と遜色ない S 波速度構造が得られた。 

(3)応答計算結果では表層地盤の周期特性を概ね反映している。また，

周期特性の検証には，深部地盤構造の検証に用いられるレイリー

波基本モードの H/V 比に比べ，高次モードを考慮した表面波理論

H/V のスペクトル形状と観測 H/V のスペクトル形状の比較が有効

である。 

残された課題として、既存の地盤図の改訂や，切土・盛土分布の

解像度を高めるための大縮尺地図の利用や旧陸軍の空中写真の利用

が考えられ，これらは今後検討の予定である。 
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図 25 全応力非線形計算による東南

海地震の想定最大速度分布 
図 26 飯田

21)
による 1944 年東南海地震

の連区及び町別住家被害率分布 
図 27 最大速度と住家被害率の関係 

×：メッシュ最大速度値（R = 0.458） 
□：各連区・町内のメッシュ最大速度値の平均値

  （R = 0.667） 
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